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第 1 章 はじめに 

1.1 背景 

通所リハビリテーション(以下，通所リハビリ)では，利用者である要介護高齢者が自分

らしく生き生きした生活を送れるような支援が求められている．通所リハビリでは身体的

機能・能力改善し自立を促すだけでなく，介護負担減少も役割のひとつであり，急伸な高

齢化に伴い介護予防や自立を促すリハビリテーション(以下：リハビリ)の充実は，わが国

の高齢者の医療と介護において最重要課題である．とくに「短時間通所リハビリ」は外来

リハビリの受け皿として集中的なリハビリを提供し，利用者希望に沿った内容や時間を選

択できる介護サービスとなった．今後は専門職がアセスメントし，実際の生活に必要な能

力を向上させる支援が問われているが，利用者や家族，ケアマネジャーの目標は，歩容改

善や筋力維持増強など運動機能向上の要望が多い．加齢による運動機能低下は数多く報告

されており 8－10)，通所リハビリの報告 13－15)もされている．しかし，利用者実態や事業所

取り組みの報告はあるものの「1 時間以上 2 時間未満」の短時間通所リハビリを対象にし

た成果報告は少ない．短時間通所リハビリの特性を調査し，1～2 時間という短時間の中で，

要介護高齢者に対してどの運動機能を向上することができたのか効果検証することは，高

齢者に対するリハビリにおいて非常に有意義であると考えた．  

第 2 章 研究方法 

2.1 対象 

 埼玉県川口市内の 1事業所における 1時間以上 2時間未満型の通常規模型短時間通所リ

ハビリを 2016 年 4 月から 6 月までに開始した利用者 39名とした．除外対象者は，本研究

に同意得られない者，測定に中等度以上の介助が必要な者，体調不良等で測定不可能な者

とした．なお，継続利用した者のみ測定し，再測定できなかった者も除外とした． 

2.2 測定方法 

各測定は 2016年 4 月～6 月までの新規利用者について，利用開始月に初期評価を行い，

10ヶ月後に再測定を行った．運動機能評価は，東京都老人総合研究所推奨の「運動器の機

能向上マニュアル」内にある「体力測定マニュアル」の項目を参考にした 16)．測定項目は

「転倒不安尺度，握力，開眼片足立ち，Timed Up and Go (以下、TUG)，5m 通常歩行時

間，5m 最大歩行時間，主観的健康感」の 7項目を用いた．(資料 1・資料 2)  

2.3 追跡期間中のリハビリ内容 

 対象者は追跡期間中にリハビリを継続して行い，主に高齢者向けマシンを利用した運動

や理学療法士等による個別メニューを提供した．またセラピストが全利用者の自宅へ訪問

し，リハビリ内容の確認や生活動作のアドバイスも行った． 

2.4 統計解析 

 利用者の基本属性(年齢，性別，要介護度，疾患別，利用回数)から性別，介護区分別，

利用頻度別の各群に分け，それぞれ対応のある t 検定(paired t-test)を用いた．危険水準は

5％とし，解析ソフトには SPSS Statistics version 22(IBM社製)を用いた． 

2.5 倫理的配慮 

 対象者には本研究の内容と趣旨を十分に説明し，書面と口頭にて同意を得た．なお，本

研究は医療法人あかつき会はとがや病院の研究倫理審査（承認番号：170101）の承認のう

え，利用者の人格・権利と守秘義務に十分配慮して実施した． 
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第 3 章 結果 

 対象の属性：対象者 n=36(n=3 除外)，平均年齢 80.9±7.78 歳，男女比は約 6：4(女性

n=23：男性 n=13），要介護度は要支援(要介護 1~2)と軽度要介護(要介護 1~2)の利用が

91.6%，疾患別は運動器疾患が 72.2%，脳血管疾患 22.2%，利用回数は週 1回が n=14(38.9%)，

週 2 回が n=20(55.6%)，週 3 回以上は n=3(5.6%)(表 1)．全対象者の運動機能変化におい

て，対応のある t 検定ではどの項目も有意を示さなかった(表 2）．性別では男性 TUG が有

意に改善を示した(表 3)．介護区分別では要支援群の TUG で有意に向上し(表 4)，利用頻

度別では週 2 回以上利用の主観的健康感が向上する傾向があった(表 5)． 

第 4 章 考察 

対象事業所の特徴として，男女比は全国同様に男性の利用率の低さが窺えた．男性利用

者の短時間通所リハビリの選択理由は「利用時間の短さ」であった．見守る家族としては

短時間でもコミュニティの場を望んでいる．新開ら 20)は，高齢者の閉じこもりは活動能力

低下をもたらし予防の重要性を示唆している．短時間通所リハビリでもその役割を担い閉

じこもり予防につながる可能性がある．平成 27 年度介護報酬改定調査 17)同様に要介護度

が低い者ほど短時間の通所リハビリを選択しており，対象者も「要支援者および軽度要介

護者」が選択する傾向があった．疾患別では運動器疾患に偏りがみられたことから，運動

器疾患は重度要介護者となりにくく，日常生活動作(Activities of Daily Living：以下 ADL)

が保たれている者も多いため，短時間で身体機能を高める意欲があり，運動器疾患の利用

しやすいサービスである可能性がある． 

対応のある t 検定では，要支援の男性 TUG で改善を示していたが，横井 22)らは 30秒以

上で ADL に介助を要するとしており，TUG 原法においても転倒リスクカットオフ値は

13.5秒 23)としていることから，男性 TUG 最終評価平均値(15.45±8.01)でカットオフ値を

大きく上回っており，転倒リスクが高く起居動作や ADL に介助を要する利用者であるこ

とが明らかとなった．Shinkai ら 25)は ADL 障害発生率の予測因子は通常歩行速度と報告

しており，歩行能力と高齢期の健康志向との関連性 26)の報告からも，歩行能力に対するリ

ハビリは重要であることが再確認された．また本研究対象者では週 2 回以上の利用により

主観的健康感の向上がみられ，高齢者の主観的健康感の低下要因の先行研究 29-31)から，身

体を動かす機会が増え生活習慣が改善し，外出機会が増えたことにより向上したと考えら

れる．またセラピスト等の第三者の介入により，身体状況等を家族と共有し，向き合う時

間が増えたことも向上する理由の可能性がある．平成 30 年には医療と介護保険の同時改

定が控えており，通所リハビリは施設基準が緩和され事業所増設の可能性がある． 

今後の短時間通所リハビリは，地域高齢者の要望に耳を傾け，能力や特色を引き出し，

各部門と連携を強めながら，自分らしく生き生きした生活を送れるような支援を提供する

ことが重要となる．今後の課題として，コントロール群との比較や通常型事業所との効果

判定の特色や，家族やケアマネジャーが短時間通所リハビリを選択する理由など「短時間

通所リハビリの在り方」を深く調査していきたい． 

第 5 章 結論 

利用時間が短時間でも要支援の男性 TUG が改善し，歩行改善や動作の俊敏性が高まる

ことが示唆された．また週に 2 回以上の利用により外出機会が増え，利用者同士との交流

や不規則な生活が改善され，主観的健康感が高まる可能性があることが分かった．
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